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（証券コード3467）
2026年６月８日

（電子提供措置の開始日2026年５月29日）
株主各位

東京都新宿区西新宿二丁目６番１号
アグレ都市デザイン株式会社
代 表 取 締 役 大 林 竜 一

第17回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
当会社第17回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第17回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://about.agr-urban.co.jp/ir/meeting/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。下記ウェブ
サイトにアクセスし、銘柄名(アグレ都市デザイン)、または証券コード(3467)を入力・検索し、
「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げま
す。

東京証券取引所ウェブサイト(東証上場会社情報サービス)
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日ご出席されない場合は、書面(郵送)または電磁的方法(インターネット)によって議
決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、３頁の
「議決権行使についてのご案内」に従い、2026年６月24日(水曜日)午後６時00分までに議決権
を行使くださいますようお願い申し上げます。

【郵送(書面)による議決権行使の場合】
電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用紙に議

案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期限までに到着するようご返送ください。
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【インターネットによる議決権行使の場合】
お手元のパソコン、スマートフォンから議決権行使ウェブサイト(https://soukai.mizuho-tb.co.jp/)に

アクセスしていただき、同封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」
をご利用のうえ、画面の案内にしたがって、議案に対する賛否をご入力ください。
インターネットによる議決権行使に際しましては、４頁の「インターネットによる議決権行使

のご案内」をご確認くださいますようお願い申し上げます。
敬具

記
１．日 時 2026年６月25日(木曜日) 午前10時(受付開始 午前９時15分)

２．場 所 東京都新宿区西新宿二丁目６番１号
新宿住友ビル47階 新宿住友スカイルーム

３．会議の目的事項
報 告 事 項 １．第17期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告及

び連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

２．第17期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類の
内容報告の件

決 議 事 項
第 １ 号 議 案 剰余金の処分の件
第 ２ 号 議 案 定款一部変更の件

以上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます

ようお願い申し上げます。
◎ お土産のご用意はございませんので、あらかじめご了承のほどお願い申し上げます。
◎ 代理人により議決権を行使される場合は、議決権行使書用紙とともに、代理権を証明する書

面を会場受付にご提出ください。なお、代理人は、定款の定めにより、議決権を有する当社
株主様１名とさせていただきます。

◎ 連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第
15条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載を
しておりません。従いまして、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面は、
監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした対象書類の一部でありま
す。

◎ 議決権行使書において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとし
て取り扱わせていただきます。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載さ
せていただきます。
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上記以外の株式事務に関するお問い合わせ先

フリーダイヤル 0120-288-324
（平日 9：00～17：00）

「スマート行使」「議決権行使ウェブサイト」の
操作方法等に関するお問い合わせ先

フリーダイヤル 0120-768-524
（年末年始を除く 9：00～21：00）

ご不明点は、株主名簿管理人であるみずほ信託銀行㈱ 証券代行部（以下）までお問い合わせください。
お問い合わせ先

株主総会開催日時

行使期限

行使期限

同封の議決権行使書用紙を
ご持参いただき、
会場受付にご提出ください。

当日の議事資料として、本招集ご通知をご持参ください。

同封の議決権行使書用紙に
議案に対する賛否をご記入
いただきご返送ください。
議決権行使書面において、
議案に賛否の表示がない
場合は、賛成の意思表示を
されたものとして取り扱わ
せていただきます。

当社指定の
議決権行使ウェブサイト
にて議案に対する賛否を
ご入力ください。

詳細につきましては、次頁をご参照ください。

株主総会へのご出席による議決権行使

書面（郵送）による議決権行使

インターネットによる議決権行使

議決権行使書

2026年６月25日（木）午前10時

2026年６月24日（水）
午後6時00分到着分まで

2026年６月24日（水）
午後6時00分受付分まで
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権の行使は、株主の皆様の大切な権利です。
議決権は、以下の方法によりご行使いただくことができます。
電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、ご行使くださいますようお願い申
し上げます。

2026年05月22日 09時50分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



インターネットによる議決権行使のご案内

１.「スマート行使」による方法

議決権行使ウェブサイト

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

※１．「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以 上

２．議決権行使コード（ID）・パスワード入力による方法

同封の議決権行使書用紙右片に記載のQRコード※１をスマートフォン等でお読み取りいただき、
当社指定の「スマート行使」ウェブサイトへアクセスした上で画面の案内に従って賛否をご入
力ください（議決権行使コード（ID）およびパスワードのご入力は不要です）。「スマート行
使」による議決権行使は１回に限らせていただきます。議決権行使後に賛否を修正される場合
は、下記２．の方法により再度ご行使いただく必要があります。

携帯電話またはスマートフォン
による議決権行使は、バーコー
ド読取機能を利用して、「QR
コード」を読み取り、議決権行
使ウェブサイトにアクセスする
ことも可能です。

当社指定の「議決権行使ウェブサイト」（上記URL）にアクセスしていただき、同封の議決権行使書用紙
に記載の議決権行使コード（ID）およびパスワードにてログインの上、画面の案内に従って賛否をご入力く
ださい。なお、パスワードは初回ログインの際に変更していただく必要があります。

議決権行使コード（ID）およびパスワード（株主様が変更されたものを含みます）は株主総会の都度、
新たに発行いたします。

⑴

パスワードは、ご行使される方が株主様ご本人であることを確認する手段ですので大切にお取り扱いく
ださい。パスワードを当社（株主名簿管理人）よりおたずねすることはありません。

⑵

パスワードは一定回数以上連続して誤ったご入力をされると使用できなくなります。その場合、画面の
案内に従ってお手続きください。

⑶

３．ご注意
⑴ 行使期限は2026年6月24日（水曜日）午後6時00分までであり、同時刻までにご入力を終える必要があります。お早めの行使をお願いいたします。
⑵「スマート行使」による議決権行使後に行使内容を修正したい場合は、お手数ですが上記２．に記載の方法でご修正いただきますようお願い
申し上げます。

⑶ 郵送による議決権行使とインターネットによる議決権行使を重複された場合は、インターネットによるものを有効とします。インターネットに
より複数回行使された場合は、最後に行使されたものを有効とします。

⑷ インターネット接続・利用に係る費用は株主様のご負担となります。
⑸ インターネットによる議決権行使は一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行っておりますが、ご利用の機器やその状況によっては
ご利用いただけない場合があります。
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議決権行使書

17

17

招集ご通知の掲載内容をコンパクトにまとめ、スムーズな画面遷移を実現した「ネットで招集」。
パソコン・スマートフォン・タブレット端末からいつでもどこからでもご覧いただけます。

本招集ご通知は、「ネットで招集」を採用しています。
ぜひ、ご活用ください。

招集ご通知をインターネットで簡単・便利に!!

「ネットで招集」のご案内

カメラが起動し、議決権行使書用紙のＱＲコードを撮影すると、ＩＤ・パスワー
ドなしで議決権行使ウェブサイトへアクセスいただけます。

開催日時はGoogleカレンダーと連携しています。Googleカレンダーを
利用している方は簡単にスケジュール登録をすることができます。

開催場所の地図はGoogleマップと連動しています。

「スマート行使」
ボタンをタッチ後
「ＯＫ」を選択で
カメラが起動しま
す。

「ＯＫ」を選択後、
「スマートフォン
用議決権行使ウェ
ブサイト」へアク
セスいただけます。

https://s.srdb.jp/3467/アクセスはこちら！！

「スマート行使」に簡単アクセス！

このボタンからインターネット議決権行使ウェブサイトへアクセスいただけます。

（ご参考）

議決権行使ウェブサイトへ簡単アクセス

簡単スケジュール登録

株主総会会場へのアクセスにも便利

議決権行使書用
紙のＱＲコード
を撮影ください。

POINT 1

POINT 2

POINT 3

POINT 4
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要政策のひとつと認識しており、現在及び今

後の事業収益をベースに、将来の事業展開に必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継
続していくことを基本方針とし、各期の業績や社会情勢を勘案して、利益配分を検討してまい
ります。
具体的には、当期純利益の３５％を配当額の目途として(配当性向３５％)、各期の業績に応

じた配当を実施してまいります。
このような基本方針に基づき、当期の業績の傾向及び今後の事業環境を考慮し、以下のとお

り期末配当をさせていただきたいと存じます。

(1) 配当財産の種類
金銭

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金118円 総額678,936,246円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
2026年６月26日
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第２号議案 定款一部変更の件
(1) 提案の理由

当社グループの今後の事業展開、事業内容の多様化に対応するため、現行定款第２条
（目的）に事業目的を追加するものであります。

(2) 変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております）
現 行 定 款 変 更 案
第１章 総則

第１条（条文省略）

（目的）
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的と
する。
（１）〜（７）（条文省略）
（新設）
（８）前各号の事業に附帯又は関連する事業

第１章 総則
第１条（現行どおり）

（目的）
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的と
する。
（１）〜（７）（現行どおり）
（８）不動産特定共同事業法に基づく事業
（９）前各号の事業に附帯又は関連する事業

以上
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事 業 報 告

（自
至

2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

１．企業集団の現況に関する事項
（1） 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の回
復などにより経済活動の正常化が進みましたが、円安の進行と昨今の中東情勢による地政
学的リスクの高まりによる物価高騰懸念により、景気の先行きには不透明感が漂っており
ます。
当社グループの属する不動産業界におきましては、利便性・希少性の高い立地の物件に

ついては依然として旺盛な需要があるものの、事業用地や建材・住宅機器価格・人件費の
高止まりの影響により、優勝劣敗の構図が鮮明になりつつあります。
このような事業環境のもと、コア事業であるハウジング事業におきましては、引き続き

良質な事業用地の取得に注力するとともに、自社設計・自社施工管理によるデザイン性・
機能性に優れた戸建住宅の供給に努め、お客様に対する商品訴求力の更なる強化を目的に、
ＳＮＳを積極的に活用するなど自社販売手法のブラッシュアップに努めてまいりました。
更に、2024年４月に「営業部」を新設した結果、業務の効率化や販売力の強化、用地仕

入れ時の競争力の向上を図ることが出来ました。
また、主に投資家向けの収益マンション・収益アパートの建設・販売及びマンション用

地等の販売を手掛けるアセットソリューション事業におきましては、希少性の高い都心部
における用地情報の収集に注力するとともに、ハウジング事業で培ったデザイン性の高い
商品企画に注力してまいりました。
2023年11月に子会社化したハウスバード株式会社が展開する、空き家や空き別荘等を

活用した宿泊施設の開業及び運営コンサルティングを行う宿泊事業におきましては、当社
の持つ不動産情報網や地域金融機関との紐帯を活用し、新規顧客の開拓に注力してまいり
ました。

この結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高36,975,239千円(前年同期比20.3％
増)、売上総利益6,587,403千円(同23.6％増)、営業利益3,280,973千円(同28.7％増)、経
常利益2,783,213千円(同23.8％増)、親会社株主に帰属する当期純利益1,930,924千円(同
22.2％増)と、売上高・各段階利益ともに過去最高値を更新いたしました。
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セグメント別の業績を示しますと、次のとおりであります。

(ハウジング事業)
ハウジング事業においては、自社ブランドである「アグレシオ・シリーズ」を中心に戸

建住宅376棟、戸建用地16区画、その他(注文住宅等２棟の他、少額リフォーム工事等を
含む)の引渡しなどにより、売上高30,368,151千円(前年同期比12.3％増)、経常利益
3,283,413千円(同17.3％増)を計上いたしました。
なお、内容別の引渡件数・売上高は以下のとおりであります。

内容 件数(棟・区画) 売上高(千円) 前年同期比(％)

戸建住宅 376 28,525,568 +20.2

戸建用地 16 1,759,975 △44.7

その他 2 82,607 △40.3

合計 394 30,368,151 +12.3

(アセットソリューション事業)
アセットソリューション事業においては、投資家向け収益マンション７棟、収益アパー

ト６棟、マンション用地等15区画、その他(請負工事１件の他、不動産賃貸収入等を含む)
の引渡しなどにより、売上高6,217,082千円(前年同期比73.2％増)、経常利益610,389
千円(同70.4％増)を計上いたしました。
なお、内容別の引渡件数・売上高は以下のとおりであります。

内容 件数(棟・区画) 売上高(千円) 前年同期比(％)

収益マンション 7 4,552,657 +55.2

収益アパート 6 572,280 +504.2

マンション用地等 15 1,053,865 +119.9

その他 1 38,278 △53.8

合計 29 6,217,082 +73.2
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(宿泊事業)
宿泊事業においては、空き家や空き別荘等を活用した宿泊施設の開業及び運営コンサル

ティングをはじめ、宿泊施設の分譲などにより、売上高は390,130千円(前年同期比
267.6％増)となりましたが、コンサルティング契約の受注が想定を下回ったため、
28,705千円の経常損失(前年同期は28,067千円の経常損失)となりました。

内容 件数 売上高(千円) 前年同期比(％)

コンサルティング 11 127,217 +43.6

その他 − 18,333 +4.4

宿泊分譲 3 244,579 −

合計 14 390,130 +267.6

(注）各セグメントの売上高の金額は、外部顧客への売上高に加え、セグメント間の内部売上高も含めた
金額としています。

（2） 設備投資等の状況
当連結会計年度中に実施いたしました当社グループの設備投資の総額(無形固定資産を

含む)は31,867千円であり、その主な内訳は、渋谷支店の移転に伴う事務所工事一式
8,840千円、渋谷支店の什器一式9,265千円、自社保有施設の改修・追加工事3,262千円
であります。
なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却・売却はありません。

（3） 資金調達の状況
資金調達につきましては、経常的な資金調達のみであり、特に記載するべき事項はあり

ません。

（4） 企業結合の状況
該当事項はありません。
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（5） 財産及び損益の状況
①企業集団の財産及び損益の状況の推移

期別

項目別
第14期

(自至2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

第15期
(自至2023

2024
年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

第16期
(自至2024

2025
年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

第17期
（当連結会計年度）
(自至2025

2026
年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

売 上 高 （千円） − 27,605,724 30,743,637 36,975,239
経 常 利 益 （千円） − 1,290,904 2,247,576 2,783,213
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 （千円） − 873,285 1,580,177 1,930,924

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 （円) − 151.78 274.64 335.60

総 資 産 （千円） − 25,037,190 33,288,776 38,583,056
純 資 産 （千円） − 5,993,670 7,228,625 8,607,195

(注）第15期より連結計算書類を作成しておりますので、第14期の状況は記載しておりません。

②当社の財産及び損益の状況の推移
期別

項目別
第14期

(自至2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

第15期
(自至2023

2024
年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

第16期
(自至2024

2025
年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

第17期
（当事業年度）
(自至2025

2026
年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

売 上 高 （千円） 25,849,649 27,557,446 30,648,694 36,838,540
経 常 利 益 （千円） 1,871,106 1,325,236 2,281,616 2,816,490

当 期 純 利 益 （千円） 1,291,498 908,942 1,617,231 1,974,506

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 （円) 224.66 157.98 281.08 343.17

総 資 産 （千円） 23,099,803 25,053,629 33,330,309 38,649,707
純 資 産 （千円） 5,569,173 6,029,327 7,301,336 8,723,488
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（6） 対処すべき課題
当社は、2009年４月の創業以来、長きにわたるデフレ経済のなかで、自社設計・自社

施工管理による商品の差別化によって、戸建住宅の分譲を中心に事業を展開してまいりま
した。
昨今の日本経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の回復などにより経済活

動の正常化が進んだものの、昨今の中東情勢による地政学リスクの高まりや世界的な物価
高騰、急激な為替変動など、依然として景気の先行きの不透明感が続くものと予測されま
す。

当社グループが属する不動産業界におきましても、住宅価格の高止まりやマイナス金利
政策の解除に伴う金利の先高観などによる消費マインドの冷え込みも予想され、また、建
設業界や物流業界における人手不足の影響で工期の延長や更なるコストアップが懸念され
ます。
このような中にあって当社は、企業理念の実現を通じて企業価値の向上を図るため、以

下の課題を自らに課して業務を推進しております。

① お客様への商品訴求力の強化
当社は、大半の戸建プロジェクトにおきまして、不動産仲介業者を介さず、当社従業員

が直接お客様と相対して商品のご説明及び商談を行う自社販売を行っております。
これは、ご購入いただいたお客様だけでなく、ご成約に至らなかったお客様からも、当

社従業員が直にご意見・ご感想を頂戴し、次のプロジェクト・プランに反映・活用させて
いただくことで、より魅力のある商品を世に送り出したいという考えに基づいたもので
す。
当社の業容規模・陣容からして、全てのプロジェクトの販売を自社販売形態で行うこと

は困難ですが、社内研修・ＯＪＴ等による自社人材の育成及びＳＮＳの積極活用により、
お客様への商品訴求力を更にブラッシュアップさせていく方針であります。

② 人気エリアにターゲットを絞ることによるドミナント効果
当社は、2020年９月に東京都新宿区へ本社機能を移転、2026年２月に東京城南エリ

アの更なる深耕と事業拡大を企図して、自由が丘支店を東京都渋谷区へ移転し、「渋谷支
店」として営業を開始するなど、ハウジング事業４拠点とアセットソリューション事業を
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とおして、都心部の情報収集能力を強化してまいりました。
ハウジング事業は、各拠点において人材・陣容の充実に向け継続して取り組み、より都

心に近い地域と人気住宅地にターゲットを絞り込むとともに、2024年４月に新設した
「営業部」は、マーケット動向の把握や顧客のストック化、広告業務の効率化を積極的に
推進し、業績の伸長に貢献してまいりました。
アセットソリューション事業も、山手線沿線の人気エリアを中心に富裕層向けの投資用

マンション・アパートなどの相続対策向け商品を中心に販売活動を積極化するとともに、
グループ会社のハウスバード株式会社との旅館業免許付きのコラボ物件の販売や、中古物
件のリノベーションにもチャレンジしてまいりました。また、2024年７月新設の資産コ
ンサルティングチームは、所有物件の売却サポートや投資用マンション・アパートの販売
や賃貸管理業務等お客様のライフプランの事業パートナーとしてのサービスを提供してま
いりました。

③ 生産性の向上・人材育成
当社は、これまで多くの専門知識や豊富な経験を持った人材を確保し、事業を推進して

まいりましたが、継続的な成長のためには、生産性の向上及び人材育成が必要不可欠であ
ると認識しております。
ＩＴを活用したマンパワー業務の自動化や業務内容の見直しによる無駄の排除に取り組

むとともに、社内外での研修・ＯＪＴの充実を図ることで人材の育成に取り組んでおりま
す。また、テレワーク・時差出勤の導入といった様々な働き方を推奨することにより、生
産性の更なる向上に努めてまいります。

④ コンプライアンス体制及びリスク管理体制の充実
当社の展開する事業に関連する法規は多岐にわたり、また、関連法規の制定・改廃が相

次いでおります。また、業務内容の多様化等に伴う取引の継続性や資産性等に関する潜在
的なリスク要因を把握して適切に管理していく必要があります。これらに対応するため、
コンプライアンス体制及びリスク管理体制をより一層充実させるとともに、社員への教育
を徹底し、経営管理体制の強化に努めてまいります。
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（7） 主要な事業内容(2026年３月31日現在)
主要な事業 内容 売上高(千円) 構成比(％)

ハウジング事業 戸建住宅及び住宅用地(宅地)
の分譲販売、その他 30,368,151 82.1

アセットソリューション事業
投資家向け収益マンション・
収益アパート及びマンション
等の建設用地の販売、その他

6,217,082 16.8

宿泊事業
空き家等を活用した宿泊施設
の開業支援コンサルティング
及び運営管理、宿泊施設の分
譲、その他

390,130 1.1

合計 36,975,364 100.0
(注）各セグメントの売上高の金額は、外部顧客への売上高に加え、セグメント間の内部売上高も含めた

金額としています。

（8） 主要な事業所(2026年３月31日現在)
① 当社

名称 所在地
本社・新宿支店 東京都新宿区西新宿二丁目６番１号
吉祥寺支店 東京都武蔵野市吉祥寺南町一丁目７番７号
渋谷支店 東京都渋谷区渋谷三丁目28番15号
東京支店 東京都千代田区神田神保町一丁目103番地
建築部 東京都武蔵野市吉祥寺本町一丁目31番11号

② 子会社
名称 所在地

本社 東京都新宿区西新宿二丁目６番１号
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（9） 従業員の状況(2026年３月31日現在)
① 企業集団の使用人の状況

事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減
ハウジング事業 102名 8名増
アセットソリューション事業 18名 2名増
宿泊事業 4名 2名増
全社（共通） 18名 1名増
合計 142名 13名増

（注）1. 従業員数には使用人兼務役員は含んでおりません。
2. 従業員数は就業人員であり他社への出向者及び臨時従業員数は含んでおりません。

② 当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

138名 11名増 36.9歳 6年3ヶ月
（注）1. 従業員数には使用人兼務役員は含んでおりません。

2. 従業員数は就業人員であり他社への出向者及び臨時従業員数は含んでおりません。

（10） 重要な親会社及び子会社の状況
①親会社との関係
該当事項は有りません。

②重要な子会社の状況
会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

ハウスバード株式会社 300万円 100％
空き家等を活用した宿泊施設の開業支
援コンサルティング及び運営管理、そ
の他
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（11） 主要な借入先の状況(2026年３月31日現在)
借入先 借入残高(千円)

株式会社みずほ銀行 3,526,240
株式会社りそな銀行 2,683,500
多摩信用金庫 2,676,300
城北信用金庫 2,435,400
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2,263,000

（12） その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項(2026年３月31日現在)
（1） 発行可能株式総数 13,800,000株

（2） 発行済株式の総数 5,753,697株(自己株式303株を除く)

（3） 当事業年度末の株主数 15,974名

（4） 大株主(上位10名)
株主名 持株数(株) 持株比率(％)

大林 竜一 2,340,000 40.67
平井 浩之 120,000 2.09
五郎川 隆 95,000 1.65
伊藤 一也 75,000 1.30
阿多 賢一 75,000 1.30
唐川 範久 75,000 1.30
柿原 宏之 75,000 1.30
アグレ都市デザイン従業員持株会 64,500 1.12
三好 秀樹 48,000 0.83
伊藤 武憲 34,000 0.59

（5） その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項(2026年３月31日現在)
（1） 当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権等の

内容の概要
該当事項はありません。

（2） 当事業年度中に当社使用人等に対して職務執行の対価として交付された新株予約権等の
内容の概要
該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項(2026年３月31日現在)
（1） 役員の氏名等

氏名 地位及び担当 重要な兼職の状況
大林 竜一 代表取締役社長 ハウスバード株式会社 取締役

柿原 宏之 取締役
経営管理部長 ハウスバード株式会社 取締役

原 由香 取締役 ペンデル税理士法人 社員税理士
黒川 純一 常勤監査役 −
中野 明安 監査役 丸の内総合法律事務所 パートナー弁護士

一般社団法人アカデミアサポート 理事
戸澤 摂子 監査役 社会保険労務士法人アーク＆パートナーズ 代表社員

株式会社P-UP 取締役
(注)１．取締役原由香氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役中野明安氏、戸澤摂子氏の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．当社は、東京証券取引所に対し、取締役原由香氏及び監査役中野明安氏、戸澤摂子氏の３氏を独立役

員として届け出ております。
４．取締役原由香氏は、ペンデル税理士法人に社員税理士として兼務しており、税務や会計における専門

性及び見識、知見を広範に有しております。
５．常勤監査役黒川純一氏は、信託銀行及び不動産販売会社での勤務経験から不動産関連業務に精通して

おります。
６．監査役中野明安氏は、弁護士としての経験、法律に関する専門的な知識及び知見を有しております。
７．監査役中野明安氏は、丸の内総合法律事務所のパートナー弁護士を兼務しており、当社と丸の内総合

法律事務所との間には顧問契約があります。(但し、同氏は当該顧問契約に基づく依頼案件には関与し
ておりません。)

８．監査役戸澤摂子氏は、社会保険労務士としての経験、労務に関する専門的な知識及び知見を有してお
ります。

９．その他兼職先との間に取引上の特段の関係はありません。

（2） 責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償
責任限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任
の限度としております。
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（3） 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との

間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会社の取締役、監査
役及び執行役員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により保
険期間中に被保険者に対して提起された損害補償請求にかかる訴訟費用及び損害賠償金等
が補填されることとなります。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者

が法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には補填
の対象とならないなど、一定の免責事由があります。

（4） 取締役の報酬の決定に関する方針
当社は、2021年２月12日開催の取締役会において、以下のとおり、取締役の個人別の

報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。また取締役会は、当事業年度に係る取
締役の個人別の報酬は、下記の決定方針に定めるとおり、各取締役の役位、職責、在任年
数に応じ、経営成績、世間相場等を総合的に勘案して決定されたものを確認しており、当
該決定方針に沿うものであると判断しております。
① 取締役の報酬決定の基本方針
当社の取締役の報酬は、固定報酬とし、個々の取締役の報酬の額の決定に際しては、

個々の職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。
② 取締役の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
当社の取締役の報酬は、月例の固定報酬とし、株主総会にて決定した報酬総額の限度内

で、役位、職責、在任年数に応じ、経営成績、世間相場等を総合的に勘案して決定するも
のとする。
なお、中長期的な業績連動型報酬や自社株報酬制度等は採用していないが、今後は、当

社の経営状況、報酬制度の動向、社会的要請を鑑み、業績連動型インセンティブ制度など
の導入について実施を検討するものとする。
③ 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
取締役の個人別の報酬額は、取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容に

ついて委任をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の報酬額の配分とする。

2026年05月22日 09時50分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 20 ―

（5） 当事業年度に係る役員の報酬等の総額
区分 支給人数(名) 報酬等の額(千円) 摘要

取締役 ４ 72,347 うち社外取締役 ２名 2,250千円

監査役 ３ 12,000 うち社外監査役 ２名 4,800千円

計 ７ 84,347
(注)１．取締役及び監査役の報酬は、全て金銭の固定報酬です。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人給与は含まれておりません。
３．2015年６月25日開催の定時株主総会決議により、取締役の報酬限度額は年額３億円以内、監査役の

報酬限度額は年額５千万円以内となっております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は３名、
監査役の員数は３名です。

４．当事業年度の取締役の報酬(使用人兼務取締役の使用人給与を除く)は、2024年6月25日及び2025年
６月25日開催の取締役会決議により、代表取締役社長大林竜一に対し、各取締役の配分額の決定を委
任しております。委任の理由は、各取締役の役位、職責、在任年数に応じ、経営成績、世間相場等を
総合的に勘案して適正な水準の配分額を決定するには、代表取締役社長による決定が適していると判
断したためであります。

（6） 社外役員に関する事項
社外役員の主な活動状況
区分 氏名 主な活動状況

取締役 原 由香
社外取締役就任後に開催された取締役会14回の全てに出
席し、税理士としての専門的見地から、必要に応じて発言
を行い、経営の重要事項の決定や業務執行の監督等に十分
な役割を果たしております。

監査役 中野 明安

当事業年度開催の取締役会18回のうち17回に出席し、ま
た、当事業年度開催の監査役会19回のうち18回に出席し、
弁護士としての専門的見地から、必要に応じて発言を行
い、経営の重要事項の決定や業務執行の監督等に十分な役
割を果たしております。

監査役 戸澤 摂子

当事業年度開催の取締役会18回の全てに出席、また、当
事業年度開催の監査役会19回の全てに出席し、社会保険
労務士としての専門的見地から、必要に応じて発言を行
い、経営の重要事項の決定や業務執行の監督等に十分な役
割を果たしております。
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５．会計監査人の状況
（1） 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

（2） 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
報酬等の額(千円)

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 27,200
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額 27,200

(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の前期における監査計画及び監査職務の遂行状況を踏まえ、第17期(2026年
３月期)事業年度の監査計画の内容が、リスク要因に適切に対応した監査体制となっており、効果的か
つ効率的で、適正な監査品質を確保するために、必要な監査時間に基づいた監査報酬の見積もりであ
るかを検討した結果、会計監査人の報酬等の額は妥当であると判断し、会社法第399条第１項の同意
を行っております。

（3） 非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4） 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認めら

れ、速やかに解任する必要があると判断した場合、監査役全員の同意により、会計監査人
を解任いたします。
また、上記の場合のほか、会計監査人の職務の執行に重大な支障がある場合等、その必

要があると判断した場合には、監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不
再任に関する議案の内容を決定いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要
当社は会社法及び会社法施行規則の定める「業務の適正を確保するための体制」として、

2014年６月27日の取締役会にて「内部統制システム基本方針」(2024年６月25日改定）を
定め、主に以下の事項について決議しております。
（1） 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 当社は、経営管理部担当取締役を当社グループのコンプライアンスに関する統括責任
者に任命するとともに、コンプライアンス全体を統括する組織としてコンプライアンス
委員会を設置し、取締役及び使用人等が、当社の企業理念に則り、法令・定款及び役職
員の行動指針となる「役職員行動指針」を遵守することを周知・徹底する。

② コンプライアンス活動においては、コンプライアンス委員会が統括し、関連する社内
規程の整備と見直し、コンプライアンス違反が発生した場合の対応及び取締役及び使用
人等への法令遵守意識の定着と運用の徹底を図る。

③ 研修等必要な諸活動はコンプライアンス委員会が統括し、他部門の協力を得て定期的
に行う。

④ 統括責任者は、コンプライアンスに関する活動を取締役会に報告する。
⑤ 業務執行部門から独立し、社長に直結した内部監査担当者が、コンプライアンスの状
況を定期的に監査する。また、法令等に定める義務違反等の情報について、使用人等が
直接情報提供できるように、内部通報窓口を設置する。

（2） 取締役の職務の遂行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 法令上保存を義務付けられている文書及び重要な会議の議事録、稟議書、契約書並び
にそれらに関する資料等は、社内規程に基づき文書又は電磁的媒体に記録し、適切に保
管・管理を行う。

② 機密情報の保護については「文書管理規程」及び「情報セキュリティ管理規程」、「個
人情報保護規程」に準拠し、適切に保管管理を行う。

（3） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 当社は、経営管理部にて当社グループのリスク管理全体を統括する。
② 具体的リスクが発生した場合には経営管理部が対応するが、社長が全社をあげた対応
が必要と判断した場合においては、社長を統括責任者とする緊急事態対応体制をとるも
のとする。

③ リスク管理活動においては、経営管理部が統括し、関連する社内規程の整備と見直し
を図るとともに、各部門においてその有するリスクの洗い出しを実施し、そのリスクの
軽減等に取り組む。
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（4） 取締役の職務の執行が効果的に行われることを確保するための体制
① 当社では、取締役の職務の執行が効果的に行われることを確保するために、取締役会
を毎月１回定期的に開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を行
うほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、迅速かつ的確な意思決定を行う。

② 当社は、中期経営計画及び年度予算等に基づいた各部門が実施すべき具体的施策を決
定し、業務遂行状況を取締役会及び経営会議等において報告させる。

（5） 財務報告の信頼性を確保する体制
① 当社は、財務報告に係る内部統制を統括する組織として社長直下の内部監査体制を構
築し、金融商品取引法その他適用のある法令に準拠し、評価、維持改善を行う。

② 各部門は、自らの業務の遂行にあたり、職務分離による牽制、日常的モニタリング等
を実施し、財務報告の適正性の確保に努める。

（6） 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
① 子会社の取締役、監査役を当社から派遣することにより、業務状況を監督、監査す
る。

② 「子会社管理規程」に基づき、子会社の経営について自主性を尊重しつつ、重要な経
営事項については経営管理部担当取締役に対する事前、事後の報告を要することとす
る。

③ 当社グループにおけるコンプライアンス、リスク管理をコンプライアンス委員会、経
営管理部が統括する。

④ 当社内に子会社の内部通報窓口を設置し、業務の適正確保に努める。
⑤ 内部監査部門が子会社の内部統制システムの状況を監査する。

（7） 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くべきことを求めた場合における当該使用人
に関する事項
① 監査役から求められた場合には、代表取締役は監査役と協議のうえ、専任又は兼任の
従業員を監査役スタッフとして配置する。

（8） 前号の使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確
保に関する事項
① 必要に応じて当該使用人を置いた場合には、使用人は監査役の指揮命令下でその業務
を遂行し、また、その人事に係る事項の決定は、監査役の同意を必要とする。
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（9） 取締役及び使用人が監査役に報告する為の体制その他の監査役への報告に関する体制
① 監査役は、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況等を把握するため、取締役
会・経営会議等の重要な会議に出席すると共に、必要に応じて意見を述べることができ
る。

② 監査役は、稟議書、契約書その他の業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応
じて取締役及び使用人にその説明を求めることができる。

③ 取締役及び使用人等は、業務遂行に関して重要な法令・定款違反もしくは不正行為の
事実又は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、遅滞なく監査
役に報告しなければならない。

④ 内部監査部門は、内部監査の実施状況及びその結果、内部通報制度の状況とその内容
を随時監査役に報告するものとする。

（10） 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制
① 監査役に報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行
うことを禁止し、その旨を取締役及び使用人に周知徹底する。

（11） 監査役の職務執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
① 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用又は償還の処理については、監査役の請求等に従い円滑に行うも
のとする。

（12） その他監査役の監査が実効的に行われる事を確保するための体制
① 監査役は、代表取締役と定期的な会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に関する意
見の交換等、意思の疎通を図るものとする。

② 監査役は、経営管理部及び内部監査部門と関係を密にして、財務報告に係る内部統制
について連携を図るものとする。

③ 監査役は、必要に応じて弁護士、公認会計士その他専門家に相談し、監査業務に関す
る助言を受けることができる。
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（13） 反社会的勢力の排除に向けた体制
① 当社グループは、反社会的勢力とは一切の関係を持たず、不当要求には一切応じない
ことを基本方針とし、その実効性を確保するため反社会的勢力対策規程を整備・周知す
るとともに、所轄警察署及び顧問弁護士等と緊密な連携を図り、迅速かつ組織的に対応
する。
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７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

（1） コンプライアンス体制及びリスク管理体制
当事業年度において、役職員のコンプライアンスの徹底、すなわち法令、定款、規則等

の明確に文書化されたルールの遵守を目的としたコンプライアンス委員会を、３ケ月に１
回定期開催いたしました。また、リスク管理体制については、月１回の経営会議及び定例
で行われる会議において、リスク情報の共有を図っております。
社内規程については、法令や条例の改正に併せて適宜見直しを行っており、全支店・全

部門で行われる内部監査にて規程の運用状況を監査しております。また、最新版の規程に
ついては、社内イントラネットにて閲覧が可能となっており、併せて重要な規程について
はコンプライアンス委員が主体となって、各部門に研修を行っております。
なお、当事業年度において、インサイダー情報、公益通報、個人情報保護法、著作権に

係る研修を行っております。
内部通報については、社外直通のホットラインを整備し、運用しております。
また、反社会的勢力への対応として、新規取引開始前の反社チェックの実施、反社誓約

書の締結などを行っております。

（2） 取締役、監査役の職務執行について
当事業年度において、取締役会を18回、経営会議を12回開催いたしました。これらの

会議には、監査役も出席し、経営上の重要事項の決定及び職務執行の監督を実施しまし
た。

（3） 内部監査の状況について
内部監査担当部門は、年度計画に基づき、全支店・全部門の業務活動が法令や社内規程

どおりに適切に行われているかを監査し、被監査部門への改善に向けた助言又は提言を行
いました。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の記載数字は、金額及び株式数については表示単位未満を切り捨て、比率そ

の他については四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2026年３月31日現在)

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産 37,824,136 流 動 負 債 21,781,281

現 金 及 び 預 金 7,868,742 工 事 未 払 金 2,584,244
売 掛 金 38,421 短 期 借 入 金 6,877,500
完 成 工 事 未 収 入 金 2,235 １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 60,000
販 売 用 不 動 産 3,570,197 １年内返済予定の長期借入金 10,914,248
仕 掛 販 売 用 不 動 産 25,725,519 リ ー ス 債 務 4,768
未 成 工 事 支 出 金 2,574 未 払 金 268,068
前 渡 金 536,555 未 払 費 用 62,972
前 払 費 用 63,918 未 払 法 人 税 等 531,779
未 収 消 費 税 等 703 未 払 消 費 税 等 58,740
そ の 他 15,266 未 払 配 当 金 449

固 定 資 産 758,919 前 受 金 150,713
有 形 固 定 資 産 136,769 未 成 工 事 受 入 金 297

建 物 59,753 賞 与 引 当 金 159,973
車 両 運 搬 具 8,162 完 成 工 事 補 償 引 当 金 28,356
工 具、 器 具 及 び 備 品 7,127 そ の 他 79,168
土 地 38,608 固 定 負 債 8,194,579
リ ー ス 資 産 14,415 社 債 120,000
建 設 仮 勘 定 8,701 長 期 借 入 金 8,053,773

無 形 固 定 資 産 350,929 リ ー ス 債 務 9,897
の れ ん 347,060 繰 延 税 金 負 債 2,686
リ ー ス 資 産 0 そ の 他 8,223
ソ フ ト ウ ェ ア 3,868

投 資 そ の 他 の 資 産 271,220 負 債 合 計 29,975,860
出 資 金 5,100 純 資 産 の 部
長 期 前 払 費 用 2,035 株 主 資 本 8,607,195
繰 延 税 金 資 産 113,210 資 本 金 390,717
保 険 積 立 金 7,200 資 本 剰 余 金 350,717
差 入 敷 金 保 証 金 132,931 利 益 剰 余 金 7,865,939
そ の 他 10,743 自 己 株 式 △179

純 資 産 合 計 8,607,195
資 産 合 計 38,583,056 負 債 純 資 産 合 計 38,583,056
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（ 自
至

2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 36,975,239
売 上 原 価 30,387,835
売 上 総 利 益 6,587,403

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,306,429
営 業 利 益 3,280,973

営 業 外 収 益
受 取 利 息 11,757
受 取 配 当 金 87
受 取 手 数 料 24,003
補 助 金 収 入 8,379
そ の 他 16,796 61,024

営 業 外 費 用
支 払 利 息 474,927
融 資 手 数 料 8,174
支 払 手 数 料 74,031
そ の 他 1,651 558,784

経 常 利 益 2,783,213
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,783,213
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 859,000
法 人 税 等 調 整 額 △6,711 852,288
当 期 純 利 益 1,930,924
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,930,924

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（ 自
至

2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

(単位：千円)
株 主 資 本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 390,717 350,717 6,487,369 △179 7,228,625 7,228,625

当期変動額

剰余金の配当 △552,354 △552,354 △552,354

親会社株主に帰属する
当期純利益 1,930,924 1,930,924 1,930,924

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） − −

当期変動額合計 − − 1,378,569 − 1,378,569 1,378,569

当期末残高 390,717 350,717 7,865,939 △179 8,607,195 8,607,195

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
（１） 連結子会社の数 １社
連結子会社の名称 ハウスバード株式会社

（２） 非連結子会社の数 ０社
該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
当連結会計年度において、連結子会社であるハウスバード株式会社の決算日を４月30日か
ら３月31日に変更し、連結決算日と同一としております。この決算期変更に伴い、当連結
会計年度における当該連結子会社の会計期間は、2025年２月１日から2026年３月31日ま
での14ヵ月間となっております。

４．会計方針に関する事項
（１）資産の評価基準及び評価の方法
棚卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産、仕掛販売用不動産、未成工事支出金
個別法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)
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（２）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産(リース資産を除く)… 定率法を採用しております。

ただし、建物(建物附属設備を除く)及び2016年４月１日以後
に取得した建物附属設備については、定額法を採用しており
ます。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３〜17年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ６〜15年

無形固定資産(リース資産を除く)… 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間(５年)に基づいております。

リース資産………………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。

（３）引当金の計上基準
賞与引当金………………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上しております。
完成工事補償引当金………………… 引渡済建物に係る瑕疵担保の費用及びアフターサービス費用

に備えるため、過去の補償・修繕実績等に基づく将来発生見
込額を計上しております。

貸倒引当金………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。
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（４）収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の

内容及び当該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりで
す。
（戸建住宅・戸建用地）

戸建住宅及び戸建用地の販売は、用地の仕入れから企画、設計、施工監理、販売まで
を自社一貫体制にて行った戸建住宅(土地付き建物)及び戸建用地を顧客(一般消費者及び
法人等)に販売する事業であり、顧客との不動産売買契約に基づき当該物件の引渡しを行
う義務を負っております。当該履行義務は物件が引渡される一時点で充足されるもので
あり、当該引渡時点において収益を計上しております。
取引価格は不動産売買契約により決定され、当該契約では通常、引渡日は売買代金全

額の受領日と同日としているため、物件引渡しと同時期に売買代金の支払いを受けてお
ります。
なお、戸建住宅・戸建用地における販売促進費用等の顧客に支払われる対価の一部に

ついては、取引価格の減額であるとして売上収益を減額する会計処理を行っております。

（収益マンション・収益アパート及びマンション等事業用地）
収益マンション・収益アパート及びマンション等事業用地の販売は、用地の仕入れか

ら企画、設計、施工までを行った収益マンション・収益アパート及びマンション等事業
用地を顧客(一般消費者及び法人等)へ販売する事業であり、顧客との不動産売買契約に基
づき当該物件の引渡しを行う義務を負っております。当該履行義務は物件が引渡される
一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を計上しております。
取引価格は不動産売買契約により決定され、当該契約では通常、引渡日は売買代金全

額の受領日と同日としているため、物件引渡しと同時期に売買代金の支払いを受けてお
ります。

（注文住宅・法人建築請負）
注文住宅及び法人建築請負は、顧客(一般消費者及び法人等)との建物請負工事契約に基

づき、建築工事を行う義務を負っております。当該建物請負工事契約においては、当社
グループの義務の履行により資産が創出され又は増価し、資産の創出及び増価につれて
顧客が当該資産を支配することから、当該履行義務は一定にわたり充足される履行義務
であり、契約期間にわたる工事の進捗に応じて充足されるものであります。よって、注
文住宅・法人建築請負においては、請負履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進
捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。なお、履行義務の充足に係
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る工事進捗度の測定は、発生原価が工事の進捗度と概ね比例関係にあると考えられるこ
とから、発生原価に基づくインプット法に基づいて算出しております。
取引価格は工事請負契約により決定され、当該契約では通常、引渡日は請負代金全額

の受領日と同日としているため、建物引渡しと同時期に請負代金の支払いを受けており
ます。

（リフォーム）
リフォームは、主に顧客(一般消費者及び法人等)との請負工事契約に基づき、工事を行

う義務を負っております。契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見
込まれる時点までの期間がごく短いため、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に
履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
取引価格は注文書により決定され、当該工事完了と同時期に請負代金の支払いを受け

ております。

（不動産仲介）
不動産仲介は、不動産の売買の際に、買主と売主の間に立ち、売買契約を成立させる

事業であり、顧客との媒介契約に基づき取引条件の交渉・調整等の契約成立に向けての
業務、重要事項説明に関する義務を負っております。
当該履行義務は媒介契約により成立した不動産売買契約に関する物件が引き渡される

一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を計上しております。
取引価格は媒介契約により決定され、当該契約では通常、引渡日に仲介手数料全額の

支払いを受けております。

（宿泊施設開業コンサルティング）
宿泊施設開業コンサルティングは、主に、空き家等を活用した宿泊施設開業支援及び

運営管理を行っており、顧客との契約に基づく期間にわたり、顧客の宿泊施設開業及び
運営に向けてのコンサルティング及び運営管理を行う義務を負っています。履行義務は
一定期間にわたり充足されるものであり、収益は当該履行義務が充足される契約期間に
おいて、契約に定められた金額に基づき収益を認識しております。
取引価格は業務委託契約書により決定され、業務完了と同時期に受託代金の支払いを

受けております。

（宿泊施設分譲）
宿泊施設分譲は、用地の仕入から企画、設計、施工管理、販売までを自社一貫体制に
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て行った旅館事業を企図した戸建住宅(土地付き建物)を顧客(一般消費者及び法人等)へ販
売する事業であり、顧客との不動産売買契約に基づき当該物件の引渡を行う義務を負っ
ております。当該履行義務は物件が引渡される一時点で充足されるものであり、当該引
渡時点において収益を計上しております。
取引価格は不動産売買契約により決定され、当該契約では通常、引渡日は売買代金金

額の受領日と同日としているため、物件引渡しと同時期に売買代金の支払いを受けてお
ります。

（５）のれんの償却方法及び償却期間
のれんは、９年間で均等償却しております。
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（表示方法の変更に関する注記）
（連結損益計算書）

前連結会計年度において区分掲記しておりました「固定資産売却益」(当連結会計年度
4,713千円)は、営業外収益の総額の100分の10以下であるため、当連結会計年度におい
ては営業外収益「その他」に含めて表示しております。
前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めていた「支払手数料」は、営

業外費用の総額の100分の10超であるため、当連結会計年度より独立掲記しております。

（会計上の見積りに関する注記）
１．棚卸資産の評価
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

販売用不動産 3,570,197千円
仕掛販売用不動産 25,725,519千円
未成工事支出金 2,574千円
売上原価(棚卸資産評価損) −千円

上記のうち、ハウジング事業に関する金額は、販売用不動産が2,784,149千円、仕
掛販売用不動産が22,748,628千円、未成工事支出金が2,574千円であります。

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
① 算出方法

棚卸資産は取得価額で測定しておりますが、連結会計年度末における正味売却価額
が取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額で測定し、取得原価との
差額を原則として売上原価に認識しております。

② 主要な仮定
戸建住宅等について、正味売却価額の算出に用いた主要な仮定は販売予定価格及び

値引見込額であり、近隣の取引事例や直近の販売実績等を踏まえ、立案した事業計画
に基づき算出しております。
収益マンション等について、正味売却価額の算出に用いた主要な仮定は想定賃料収

入、稼働率及びキャップレートであり、物件の立地、規模、商品性、近隣の取引事
例、マーケット見通し等を踏まえ、立案した事業計画に基づき算出しております。
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③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
主要な仮定である販売予定価格、値引見込額、想定賃料収入、稼働率及びキャップ

レートは、見積りの不確実性が高く、市場環境が予測より悪化して正味売却価額が著
しく下落した場合には、損失が発生する可能性があります。

２．のれんの評価
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

のれん 347,060千円

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
① 算出方法

被取得企業の今後の事業活動によって期待される将来の超過収益力として、取得原
価と被取得企業の識別可能な資産及び負債の企業結合日時点の時価との差額を計上し
ております。

② 主要な仮定
のれんの評価は、事業計画に基づく将来キャッシュ・フローの見積りに依存してお

り、当該事業計画における主要な仮定は、将来の契約獲得件数であります。
③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

これらの主要な仮定は不確実性を伴うため、将来の事業環境の変化等により将来キ
ャッシュ・フローの見積りに重要な影響が生じた場合には、翌連結会計年度の連結計
算書類において、のれんの減損損失を認識する可能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
（１）担 保 に 供 し て い る 資 産

販 売 用 不 動 産 2,338,466千円
仕 掛 販 売 用 不 動 産 24,685,853千円

計 27,024,319千円

（２）担 保 に 係 る 債 務
短 期 借 入 金 5,971,500千円
１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 10,281,800千円
長 期 借 入 金 6,940,600千円

計 23,193,900千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 111,917千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 5,754,000 − − 5,754,000

２．自己株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 303 − − 303
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３．剰余金の配当に関する事項
(１) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年６月25日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 552,354 96.00 2025年３月31日 2025年６月26日

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と
なるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2026年６月25日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 678,936 118.00 2026年３月31日 2026年６月26日

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
(１) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主にハウジング事業、アセットソリューション事業を行うための資金及
び運転資金等において金融機関等からの借入により調達しております。一時的な余資は安全
性の高い金融資産で運用しております。

(２) 金融商品の内容及びそのリスク及び管理体制
営業債権である売掛金及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております

が、社内規程に沿ってリスクの低減を図っております。
出資金は、主に業務上の関係を有する企業の出資であり、発行体の信用リスクに晒されて

おりますが、定期的に決算書等、財務状況を把握できる書類を入手し、発行体(取引先企業
等)の財務状況を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直し
ております。
営業債務である工事未払金及び未払金は、決済時において流動性リスク(支払期日に支払

いを実行できなくなるリスク)に晒されておりますが、適時に資金計画を作成・更新すると
ともに手許流動性維持などにより流動性リスクを管理しております。
短期借入金、社債(１年内償還予定を含む)及び長期借入金(１年内返済予定を含む)につい

ては、主に戸建用地及びマンション用地の取得に必要な資金調達を目的としたものでありま
す。これらの資金調達のうち、借入金は主に変動金利によっているため金利変動リスクに晒
されており、また、営業債務と同様、流動性リスクに晒されておりますが、月次単位で金融
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機関別・プロジェクト別の借入金利・残高一覧表を作成のうえ、金利変動状況をモニタリン
グし、事業部門からの販売状況報告に基づき、借入金の返済計画を策定しております。な
お、販売計画の遅延等により借入金の期日内返済が困難と判断した場合には、当該プロジェ
クトの借入残高と手許流動性を鑑み、場合によっては金融機関と協議のうえ、返済期日の延
長等の対策を講じております。

(３) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで
いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 社債(１年内償還予定を含む) 180,000 175,093 △4,906

(2) 長期借入金(１年内返済予定を含む) 18,968,021 18,892,401 △75,619

負債計 19,148,021 19,067,494 △80,526

（注１)「現金及び預金」「売掛金」「完成工事未収入金」「工事未払金」「短期借入金」「未払
金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する
ものであることから、記載を省略しております。

（注２）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において
形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場
価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ
ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベ
ルに時価を分類しております。
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時価をもって連結貸借対照表に計上しない金融資産及び金融負債
当連結会計年度（2026年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
社債(１年内償還予定を含む) − 175,093 − 175,093
長期借入金(１年内返済予定を含む) − 18,892,401 − 18,892,401

負債計 − 19,067,494 − 19,067,494
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
(ⅰ) 社債(１年内償還予定を含む)
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の社債を発行した場合に想

定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類してお
ります。
(ⅱ) 長期借入金(１年内返済予定を含む)
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しており
ます。

（注３） 市場価格のない株式等
区分 連結貸借対照表計上額(千円)

出資金 5,100
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（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

ハウジング事業 アセットソリュ
ーション事業 宿泊事業

戸建住宅 28,525,568 − − 28,525,568

戸建用地 1,759,975 − − 1,759,975

収益マンション − 4,552,657 − 4,552,657

収益アパート − 572,280 − 572,280

マンション等事業用地 − 1,053,865 − 1,053,865

注文住宅 33,154 1,082 − 34,236

リフォーム 43,340 3,637 − 46,977

不動産仲介 − 2,405 − 2,405

宿泊施設開業コンサルティング − − 127,217 127,217

宿泊施設分譲 − − 244,579 244,579

顧客との契約から認識した収益 30,362,038 6,185,929 371,796 36,919,764

その他の収益 6,112 31,028 18,333 55,474

合計 30,368,151 6,216,957 390,130 36,975,239

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な

事項に関する注記等）４．会計方針に関する事項（４）収益及び費用の計上基準」に記載のと
おりです。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並
びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見
込まれる収益の金額及び時期に関する情報
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(１）契約資産及び契約負債の残高等
当連結会計年度(千円)

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 34,208

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 31,720

契約資産(期首残高) 14,455

契約資産(期末残高) 8,936
契約負債(期首残高) 144,766
契約負債(期末残高) 145,816
契約資産は、主に顧客(一般消費者及び法人等)との注文住宅及び法人建築請負、リフ

ォームにおける請負工事契約、コンサルティングに係る業務委託契約について、期末日
時点で完了しているが未請求に係る対価に対する当社グループの権利に関するものであ
ります。契約資産は、対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客と
の契約から生じた債権に振り替えられます。当該注文住宅及び法人建築請負、リフォー
ムにおける請負工事契約、コンサルティングに係る業務委託契約に関する対価は、工事
請負契約、業務委託契約の内容に従い、建物引渡し及び工事完了並びに業務委託契約の
完了と同時期に請負代金の支払いを受けております。
契約負債は、主に物件が引渡される一時点に収益を認識する、戸建住宅・戸建用地、

収益マンション・収益アパート及びマンション用地において、顧客(一般消費者及び法
人等)との不動産売買契約に基づき受け取った前受金に関するものであります。また、
コンサルティングに係る業務委託契約に基づき受け取った前受金も含まれます。

（２）残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末時点で残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見

込まれる期間は以下の通りです。なお、残存履行義務に配分した取引価格の注記に当た
って実務上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が1年以内の契約については、
注記の対象に含めていません。

当連結会計年度（千円）

１年以内 30,097

１年超 −

合計 30,097
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 1,495.94円

１株当たり当期純利益金額 335.60円

（重要な後発事象に関する注記）
１．取得による企業結合

当社は、2026年２月13日開催の取締役会において、株式会社ホーユーコーポレーションの
全発行済株式を取得し、子会社化することを決議し、2026年２月13日付で株式譲渡契約を締
結し、2026年４月１日付で当該株式を取得しました。また、株式会社ホーユーコーポレーシ
ョンは、株式会社多摩建設を完全子会社として有する持株会社であり、株式会社ホーユーコー
ポレーションの子会社化に伴い、株式会社多摩建設を子会社化(孫会社)いたしました。

(１）企業結合の内容
① 被取得企業の名称及びその事業の内容

（子会社）
被取得企業の名称：株式会社ホーユーコーポレーション
事業の内容：不動産賃貸業

（孫会社）
被取得企業の名称：株式会社多摩建設
事業の内容：分譲マンションの企画、販売

② 企業結合を行った主な理由
同社は、同社の100％子会社である株式会社多摩建設において、多摩地区を中心と

したファミリーマンションの分譲事業を行っており、ハウジング事業において戸建住
宅及び戸建用地の販売を行っております当社グループに迎え入れることにより、双方
の事業用地情報の補完、戸建住宅を志向されるお客様、ファミリーマンションを志向
されるお客様双方に対し商品を提供できる体制の構築が可能となることで、持続的な
成長と企業価値の更なる向上を目指し、株式取得に至ったものです。

③ 企業結合日
2026年４月１日（株式取得日）

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称
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変更はありません。
⑥ 取得した議決権比率

100％
⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、株式を取得したことによるものであります。
⑧ 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 3,901,192千円
⑨ 主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等 8,780千円
⑩ 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。
⑪ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びに主な内訳

現時点では確定しておりません。
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２．シンジケートローン契約
当社は、株式会社ホーユーコーポレーションの株式取得に要した資金への充当を目的とし

て、シンジケートローン契約を締結することを2026年３月26日開催の取締役会にて決議しま
した。

(１）契約の概要

借入先
㈱三菱ＵＦＪ銀行（アレンジャー兼エージェント）
㈱みずほ銀行
三井住友信託銀行㈱

借入金額 39億円

実行日 2026年４月１日

最終返済期限 2036年３月31日

借入金利 基準金利+スプレッド
返済方法 ３か月ごとに均等返済(40回分割返済)

担保の有無

㈱ホーユーコーポレーション及び㈱多摩建設が保有する
以下資産について、一定の条件のもと担保提供
① 不動産への根抵当権設定
承継不動産が2027年４月１日までに処分されていない

場合に仮登記の実施、また、2029年４月１日までに処分
されていない場合に本登記の実施
② 有価証券（振替株式）への質権設定
承継有価証券が2027年４月１日までに処分されていな

い場合に設定

(２）本契約に付された財務上の特約の内容
・2026年３月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結貸借対照表上の純資産の
部の金額を2025年３月期決算末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75
％及び直前の決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％のいず
れか高い方の金額以上に維持すること。
・2026年３月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結損益計算書において経常
損失を計上しないこと。
・2026年３月期決算以降、各年度の決算期の末日におけるハウジング事業の在庫回転期
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間について12ヶ月以内に維持すること。
・2026年３月期決算以降、各年度の決算期の末日におけるアセットソリューション事業
の在庫回転期間について22ヶ月以内に維持すること。
・2026年３月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結のネットＤ／Ｅレシオの
数値を３以内に維持すること。
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貸 借 対 照 表
(2026年３月31日現在)

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産 37,710,534 流 動 負 債 21,734,325

現 金 及 び 預 金 7,771,937 工 事 未 払 金 2,584,244
売 掛 金 24,560 短 期 借 入 金 6,877,500
完 成 工 事 未 収 入 金 2,235 １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 60,000
販 売 用 不 動 産 3,570,197 １年内返済予定の長期借入金 10,914,248
仕 掛 販 売 用 不 動 産 25,725,519 リ ー ス 債 務 4,768
未 成 工 事 支 出 金 2,574 未 払 金 258,440
前 渡 金 535,535 未 払 費 用 62,169
前 払 費 用 63,788 未 払 法 人 税 等 527,594
そ の 他 14,184 未 払 消 費 税 等 58,740

固 定 資 産 939,172 未 払 配 当 金 449
有 形 固 定 資 産 79,066 前 受 金 124,898

建 物 50,376 未 成 工 事 受 入 金 297
車 両 運 搬 具 8,162 賞 与 引 当 金 158,423
工 具、 器 具 及 び 備 品 6,112 完 成 工 事 補 償 引 当 金 28,356
リ ー ス 資 産 14,415 そ の 他 74,193

無 形 固 定 資 産 3,204 固 定 負 債 8,191,893
リ ー ス 資 産 0 社 債 120,000
ソ フ ト ウ ェ ア 3,204 長 期 借 入 金 8,053,773

投 資 そ の 他 の 資 産 856,901 リ ー ス 債 務 9,897
関 係 会 社 株 式 594,020 そ の 他 8,223
出 資 金 5,070 負 債 合 計 29,926,218
長 期 前 払 費 用 1,586 純 資 産 の 部
繰 延 税 金 資 産 113,210 株 主 資 本 8,723,488
差 入 敷 金 保 証 金 132,271 資 本 金 390,717
そ の 他 10,743 資 本 剰 余 金 350,717

資 本 準 備 金 350,717
利 益 剰 余 金 7,982,232

そ の 他 利 益 剰 余 金 7,982,232
繰 越 利 益 剰 余 金 7,982,232

自 己 株 式 △179
純 資 産 合 計 8,723,488

資 産 合 計 38,649,707 負 債 純 資 産 合 計 38,649,707
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（ 自
至

2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 36,838,540
売 上 原 価 30,374,183
売 上 総 利 益 6,464,356

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,147,697
営 業 利 益 3,316,659

営 業 外 収 益
受 取 利 息 11,519
受 取 配 当 金 87
受 取 手 数 料 24,003
固 定 資 産 税 清 算 金 1,194
そ の 他 21,811 58,616

営 業 外 費 用
支 払 利 息 474,927
融 資 手 数 料 8,174
支 払 手 数 料 74,031
そ の 他 1,651 558,784

経 常 利 益 2,816,490
税 引 前 当 期 純 利 益 2,816,490
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 848,695
法 人 税 等 調 整 額 △6,711 841,984
当 期 純 利 益 1,974,506

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

2026年05月22日 09時50分 $FOLDER; 49ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 49 ―

株主資本等変動計算書

（ 自
至

2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

(単位：千円)
株 主 資 本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計 利益準備金
その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 390,717 350,717 350,717 − 6,560,081 6,560,081 △179 7,301,336 7,301,336

当期変動額

剰余金の配
当 △552,354 △552,354 △552,354 △552,354

当期純利益 1,974,506 1,974,506 1,974,506 1,974,506
株主資本以
外の項目の
当期変動額
(純額)

− −

当期変動額合計 − − − − 1,422,151 1,422,151 − 1,422,151 1,422,151

当期末残高 390,717 350,717 350,717 − 7,982,232 7,982,232 △179 8,723,488 8,723,488

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式
移動平均法に基づく原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産、仕掛販売用不動産、未成工事支出金
個別法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

（３）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産(リース資産を除く)… 定率法を採用しております。

ただし、建物(建物附属設備を除く)及び2016年４月１日以後
に取得した建物附属設備については、定額法を採用しており
ます。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ８〜15年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ６〜15年

無形固定資産(リース資産を除く)… 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間(５年)に基づいております。

リース資産………………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。

（４）引当金の計上基準
賞与引当金………………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。
完成工事補償引当金………………… 引渡済建物に係る瑕疵担保の費用及びアフターサービス費用

に備えるため、過去の補償・修繕実績等に基づく将来発生見
込額を計上しております。
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（５）収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりです。

（戸建住宅・戸建用地）
戸建住宅及び戸建用地の販売は、用地の仕入れから企画、設計、施工監理、販売までを

自社一貫体制にて行った戸建住宅(土地付き建物)及び戸建用地を顧客(一般消費者及び法
人等)に販売する事業であり、顧客との不動産売買契約に基づき当該物件の引渡しを行う
義務を負っております。当該履行義務は物件が引渡される一時点で充足されるものであ
り、当該引渡時点において収益を計上しております。
取引価格は不動産売買契約により決定され、当該契約では通常、引渡日は売買代金全額

の受領日と同日としているため、物件引渡しと同時期に売買代金の支払いを受けておりま
す。
なお、戸建住宅・戸建用地における販売促進費用等の顧客に支払われる対価の一部につ

いては、取引価格の減額であるとして売上収益を減額する会計処理を行っております。

（収益マンション・収益アパート及びマンション等事業用地）
収益マンション・収益アパート及びマンション等事業用地の販売は、用地の仕入れから

企画、設計、施工までを行った収益マンション・収益アパート及びマンション等事業用地
を顧客(一般消費者及び法人等)へ販売する事業であり、顧客との不動産売買契約に基づき
当該物件の引渡しを行う義務を負っております。当該履行義務は物件が引渡される一時点
で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を計上しております。
取引価格は不動産売買契約により決定され、当該契約では通常、引渡日は売買代金全額

の受領日と同日としているため、物件引渡しと同時期に売買代金の支払いを受けておりま
す。

（注文住宅・法人建築請負）
注文住宅及び法人建築請負は、顧客(一般消費者及び法人等)との建物請負工事契約に基

づき、建築工事を行う義務を負っております。当該建物請負工事契約においては、当社の
義務の履行により資産が創出され又は増価し、資産の創出及び増価につれて顧客が当該資
産を支配することから、当該履行義務は一定にわたり充足される履行義務であり、契約期
間にわたる工事の進捗に応じて充足されるものであります。よって、注文住宅・法人建築
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請負においては、請負履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を
一定の期間にわたり認識しております。なお、履行義務の充足に係る工事進捗度の測定
は、発生原価が工事の進捗度と概ね比例関係にあると考えられることから、発生原価に基
づくインプット法に基づいて算出しております。
取引価格は工事請負契約により決定され、当該契約では通常、引渡日は請負代金全額の

受領日と同日としているため、建物引渡しと同時期に請負代金の支払いを受けておりま
す。

（リフォーム）
リフォームは、主に顧客(一般消費者及び法人等)との請負工事契約に基づき、工事を行

う義務を負っております。契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込
まれる時点までの期間がごく短いため、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行
義務を充足した時点で収益を認識しております。
取引価格は注文書により決定され、当該工事完了と同時期に請負代金の支払いを受けて

おります。

（不動産仲介）
不動産仲介は、不動産の売買の際に、買主と売主の間に立ち、売買契約を成立させる事

業であり、顧客との媒介契約に基づき取引条件の交渉・調整等の契約成立に向けての業
務、重要事項説明に関する義務を負っております。
当該履行義務は媒介契約により成立した不動産売買契約に関する物件が引き渡される一

時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を計上しております。
取引価格は媒介契約により決定され、当該契約では通常、引渡日に仲介手数料全額の支

払いを受けております。

（宿泊施設分譲）
宿泊施設分譲は、用地の仕入から企画、設計、施工管理、販売までを自社一貫体制にて

行った旅館事業を企図した戸建住宅(土地付き建物)を顧客(一般消費者及び法人等)へ販売
する事業であり、顧客との不動産売買契約に基づき当該物件の引渡を行う義務を負ってお
ります。当該履行義務は物件が引渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点
において収益を計上しております。
取引価格は不動産売買契約により決定され、当該契約では通常、引渡日は売買代金金額

の受領日と同日としているため、物件引渡しと同時期に売買代金の支払いを受けておりま
す。
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２．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

前事業年度において、営業外費用の「その他」に含めて表示していた「支払手数料」は、
金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。
なお、前事業年度の「支払手数料」は28,557千円であります。

３．会計上の見積りに関する注記
（１）棚卸資産の評価

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
販売用不動産 3,570,197千円
仕掛販売用不動産 25,725,519千円
未成工事支出金 2,574千円
売上原価(棚卸資産評価損) −千円

上記のうち、ハウジング事業に関する金額は、販売用不動産が2,784,149千円、仕
掛販売用不動産が22,748,628千円、未成工事支出金が2,574千円であります。

② 計算書類利用者の理解に資するその他の情報
(a) 算出方法

棚卸資産は取得価額で測定しておりますが、事業年度末における正味売却価額が取
得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額で測定し、取得原価との差額
を原則として売上原価に認識しております。

(b) 主要な仮定
戸建住宅等について、正味売却価額の算出に用いた主要な仮定は販売予定価格及び

値引見込額であり、近隣の取引事例や直近の販売実績等を踏まえ、立案した事業計画
に基づき算出しております。
収益マンション等について、正味売却価額の算出に用いた主要な仮定は想定賃料収

入、稼働率及びキャップレートであり、物件の立地、規模、商品性、近隣の取引事
例、マーケット見通し等を踏まえ、立案した事業計画に基づき算出しております。
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(c) 翌事業年度の計算書類に与える影響
主要な仮定である販売予定価格、値引見込額、想定賃料収入、稼働率及びキャップ

レートは、見積りの不確実性が高く、市場環境が予測より悪化して正味売却価額が著
しく下落した場合には、損失が発生する可能性があります。

（２）関係会社株式の評価
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 594,020千円

② 計算書類利用者の理解に資するその他の情報
(a) 算出方法

買収時に見込んだ超過収益力を反映した実質価額を帳簿価額と比較し、実質価額が
著しく低下している場合には、将来の回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる
場合を除いて、相当の減額処理をすることとしております。

(b) 主要な仮定
主要な仮定は連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）２．のれ

んの評価」に記載したものと同一の内容であります。
(c) 翌事業年度の計算書類に与える影響

これらの主要な仮定は不確実性を伴うため、将来の事業環境の変化等により将来キ
ャッシュ・フローの見積りに重要な影響が生じた場合には、翌事業年度の計算書類に
おいて、関係会社株式評価損を計上する可能性があります。
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４．貸借対照表に関する注記
（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担 保 に 供 し て い る 資 産
販 売 用 不 動 産 2,338,466千円
仕 掛 販 売 用 不 動 産 24,685,853千円

計 27,024,319千円

② 担 保 に 係 る 債 務
短 期 借 入 金 5,971,500千円
１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 10,281,800千円
長 期 借 入 金 6,940,600千円

計 23,193,900千円

（２）有形固定資産の減価償却累計額 100,853千円

（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 299千円
短期金銭債務 16千円

５. 損益計算書に関する注記
（１）関係会社との取引高

売上高 125千円
売上原価 23,900千円
営業取引以外の取引(収入) 1,500千円

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 303 − − 303
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７．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 49,935千円
未払事業税 29,934千円
未払費用 12,589千円
完成工事補償引当金 8,938千円
その他 11,813千円
繰延税金資産合計 113,210千円
繰延税金資産の純額 113,210千円

８．関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

９．収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（５）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

10．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,516.15円
１株当たり当期純利益金額 343.17円

11．重要な後発事象に関する注記
連結注記表の「（重要な後発事象に関する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記

を省略しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2026年５月22日
アグレ都市デザイン株式会社
取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 藤 秀 明

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鵜 飼 豊 一

監査意見
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、アグレ都市デザイン株式会社の2025年４月１日

から2026年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、アグレ都市デザイン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を
含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果
たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払
うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書におい
て連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適
切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算
書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合は
その内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月22日

アグレ都市デザイン株式会社
取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 藤 秀 明

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鵜 飼 豊 一

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、アグレ都市デザイン株式会社の2025年４月
１日から2026年３月３１日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含
む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他

の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ
とにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において
計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな
い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告
書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな
くなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対
応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第17期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。
また、監査役会を毎月定期的に開催し、取締役会の会議の目的事項（決議・報告事項）に関する事前
確認の実施、各監査役の活動状況及び活動結果の共有等を中心に意見交換を行いました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役
及び内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び内部監査部門等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社・新宿支店、吉祥寺支店、東
京支店、自由が丘支店、渋谷支店において、業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及
び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）の構築及び運用の状況については、取締役会及び内部監査部門との定例打合会等
において定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通
知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月22日
アグレ都市デザイン株式会社 監査役会
常勤監査役 黒川 純一 ㊞
社外監査役 中野 明安 ㊞
社外監査役 戸澤 摂子 ㊞

以 上
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図
会 場 東京都新宿区西新宿二丁目６番１号

新宿住友ビル47階 新宿住友スカイルーム
電 話 03（6258）0071
交 通 都営大江戸線「都庁前駅」より徒歩３分

丸ノ内線「西新宿駅」より徒歩４分
ＪＲ線他「新宿駅」より徒歩８分

駐車場の準備をしておりませんので、公共の交通機関をご利用くださいますようお願い申し上げます。
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